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ている｡ そして早くも1年目には､ポー大学 (1986年9月)､ストラスブール第1大学 (1986年9月)､エクスマルセ
イユ第1大学の報告書を作成し､1994年12月までに86校の報告書を提出している｡評価は当初､理科系で進展し､文
科系は少なかったが､現在までにははぼ同比率で評価が実施されており､1995年までにはフランス全体の機関の評価












l 各部局長-直接､情報を要求｡該当機関の各構成員､組臥 機能､教育 ･研究 政策の優先課題についての正 !
l 確な情報を収集することを目的にする｡ l
妻◆専門委員の任命､専門委員による検討o I
l 該当機関の規模､教育､研究者のリストを考慮して､15-30人の専門委員を任命 (実際は次表のとおり)｡本 妻


















C.N.E.は､1989年10月～1991年5月の小委員会活動 ｢職業的目的を持っ技術的課程に大学を開 く｣小委員会 (香
員3人､外部専門委員8人､計11人で構成)及び ｢大学における継続的職業養成｣小委員会 (委員 3人､招聴委員
(前委員) 1人､外部専門委員7人､計11人で構成)において新たな大学教育の在り方について検討を加えて行 った
が､その基礎資料となったのは､評価対象となった各大学から収集された次のような指標であった｡それは､大学運
用の指標として､①学生の配置 (専攻科 ･科目･コース別)､②試験の合格状況 (期 ･コース･資格別)､③資格取得
までの平均期間､④就職者についての分析等であり､特に教育と学生に関する指標として以下のようなものであった｡
Ⅰ 機関の政策 :①募集の方針 (教員 ･学生)
②収容能力の定義
③養成のコースの適応 (資格賦与の請求 ･廃止 ･改造 ･設置)


































以上のような個別大学の評価に加えて､C.N.E.は､これまでに 『大学はどこに行 くのか』1987年 5月6､『大学に




























































































拙 稿 ｢フランスにおける大学改革の動向一質 (qualit昌)の確保要求と民主化要求の関係に着目して-｣
(筑波大学大学研究センター 『大学研究』第5号､1989年)0
拙 稿 ｢フランスにおける大学教育の問題点｣ (『関西教育学会紀要』第13号､1989年)｡
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